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1．はじめに 

近年、地球環境問題や化石燃料の枯渇、新エネル

ギー開発の遅れなどを背景に、エネルギー消費抑制

の重要性が高まってきている。都市計画分野におい

ても例外ではなく、エネルギー負荷の少ない都市づ

くりが求められている。エネルギーは一般に民生部

門・運輸部門・産業部門の 3 つに分類される。中で

も、民生部門・運輸部門のエネルギー消費は、近年

増加傾向にあり、これらを抑制する必要がある。民

生部門エネルギーは、家庭部門・業務部門に大別さ

れる。家庭部門は冷暖房用、給湯用、厨房用、動力・

照明用といった家計消費部門におけるエネルギー消

費を対象としている。既存研究によると家庭部門の

エネルギー消費量の増加には、住宅床面積の増加に

よる影響が大きいことが分かっている 1)2)。一方で、

電力は家庭部門のエネルギー源の約 4 割を占めてお

り、都市ガス・灯油といった他のエネルギー源に比

べ増加が著しい。また、運輸部門エネルギー消費量

においては、大部分が自動車によるエネルギー消費

量(以下、自動車エネルギー消費量)であり、都市形

態によって差が出ることが明らかにされている 3)。 

これらを踏まえ本研究では、居住地から発生する

エネルギー消費量に着目するため、民生部門におい

ては家庭部門の電力消費量、運輸部門においては通

勤目的の自動車エネルギー消費量を取り上げる。宇

都宮市を対象地域とし、都市内での消費量の実態を

把握し、都市形態やライフスタイルの変化がエネル

ギー消費に及ぼす影響を考察する。その上で、エネ 

 

 

 

 

 

ルギー負荷の少ない都市について言及することを目

的としている。 

 

2．郊外化とライフスタイルの変化 

 近年、モータリゼーションの進展による郊外化が

起こっており、さらなる自動車利用を招いている。

これらを背景に、運輸部門の自動車エネルギー消費

量は増加している。一方で、民生部門では、郊外化

に加え、単身世帯・核家族の増加といったライフス

タイルの変化が世帯数の増加を招いており、電力消

費量が増加している。そこで、郊外化とライフスタ

イルの変化の関係を整理して図 1 に表す。都心で増

加した核家族世帯が、郊外化の進展により郊外に移

り住み、郊外での戸建住宅の増加を招いている。そ

して、その核家族世帯がいずれ中年世帯・都心の若

者単身世帯に分離し、中年世帯はやがて高齢者世帯

となる。さらに、都心からの新しい核家族の移住に

よって郊外での戸建住宅の増加が引き起こされる。

このように、郊外化の進展による戸建住宅の増加が

問題となっている。それらによる床面積の増加が電

力消費量の増加を招いていると考えられる。そこで、

本研究ではまず、ライフスタイルに関連する住宅規

模や世帯人員に着目し、電力消費量と都市形態との

関連性を分析する。 
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3．宇都宮市の電力消費量 

(1) 低圧データ 

 分析に当たり、宇都宮市の電力供給データ(H13 年

度実績)の低圧データを用いる。低圧データとは、一

般家庭用、低圧電力(小規模の町工場、コンビニ等小

規模店舗用)、深夜電力、時間帯別電灯として消費さ

れる電力の総和である。これより宇都宮市の町別居

住人口 1 人当たりの年間電力消費量を算出すると、

平均値は 3,254 

(kWh/人)となる。

この平均値を 1

とした相対変化

率を用いて図 2

に示す。都心か

ら半径 10km 以

上の郊外、また

都心の商業地域、

周辺の工業地域

で大きな値をと

ることが分かる。 

(2)用途別床面積と電力消費量 

 宇都宮市の電力消費量 Yi(kWh)を目的変数に、戸

建住宅・集合住宅・店舗・工場床面積を説明変数と

して重回帰分析を行う(式①)。結果を表 1 に示す。 

 

変数名 回帰係数 Ｔ 値 

戸建住宅床面積(m2) 49.15 **21.13 

集合住宅床面積(m2) 126.86 **11.78 

店舗床面積(m2) 15.54 *1.98 

工場床面積(m2) 1.70 0.69 

定数項 189053.02 1.45 

決定係数 0.90 ― 

サンプル数 235 ― 

 **:1%有意 *:5%有意 

 

 

 

 

 

回帰係数は用途別床電力消費量原単位を表す。戸

建住宅と集合住宅の原単位を比較すると、集合住宅

は戸建住宅の約 2.5 倍の値をとることが分かる。 

(3)家庭部門の電力消費量 

式①をもとに、電力消費量 Yi(kWh)から店舗・工

場での電力消費量を引き、家庭部門の電力消費量

Ei(kWh)を推計する(式②)。このとき、世帯数が 100

世帯に満たない町は 1 世帯当たりの負荷が大きく、

誤差が含まれるため省く。また、式①で用いた店舗・

工場床には高圧データ使用の床面積も含まれており、

その影響を除くため低圧データとの相対誤差が

10％未満の町のみ抽出する。その結果、宇都宮市の

246 町の内、都心地区である本庁地区から 18、都心

地区に接する近郊地区から 19、それ以外の郊外地区

から 18 の計 55 の町を抽出した。 

 

 

 

 

 

 

(4)都心からの距離と電力消費量 

家庭部門の電力消費量推計値 Ei(kWh)を用いて 1

人当たりの電力消費量 ei(kWh/人)を算出し、都心か

らの距離(km)と、距離帯別に求めた ei(kWh/人)の相

対変化率との関係を図 3 に示す。相対変化率とは、

抽出した町の平均値を 1 とみなして算出した値であ

る。ei(kWh/人)は都心で高く徐々に減少していき 3km

付近で最低となり、その後、安定した値が続く。こ

こで、ei(kWh/人)に影響を与える要素として次の 3

つの指標を挙げる。 

�.住宅規模：si(m2/世帯) 

�.世帯人員：hi(人/世帯) 

�.住宅床電力消費量原単位：ui(kWh/m2) 

 これらは ei=ui・si/hi の関係で表される。ei(kWh/人)

と同様に相対変化率を用いて、都心からの距離との

関係を示す(図 4)。住宅規模は都心から 3km 付近に

かけて減少傾向が見られ、その後郊外に行くにつれ

大きくなることが分かる。都心部には集合住宅が多

いが、一方で昔から都心に住み続けている旧家も多

いため比較的大きな値をとると考えられる。また、

3km から 4km の間で増加しているが、この区間には

市街化区域と市街化調整区域の境がある。市街化調

整区域では原則として建築物を建築することができ

表 1.電力消費量重回帰分析結果 
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ない。そのため、建築可能な市街化区域内において

できる限りの郊外化が起こっており、集合住宅、小

規模の戸建住宅が密集しているのではないかと考え

る。郊外においては市街化調整区域のため、農林業

従業者の住宅が多く、規模が大きくなっている。世

帯人員については、郊外に行くにつれ大きな値を示

す傾向がある。都心・近郊には単身世帯や核家族世

帯が多く、郊外には農家が多く三世代居住をしてい

ること等が反映されている。住宅床電力消費量原単

位は都心ほど高く、郊外に行くにつれ減少する。都

心・近郊は世帯人員が少ないため、家電製品密度が

高くなっていることが要因として考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．宇都宮市の運輸部門エネルギー消費量 

(1)宇都宮市における交通の現状 

 現在、宇都宮市は全国的にも高い自動車保有率を

示しており、自動車利用に特化した交通手段特性を

有している。第 1 回宇都宮市都市圏 PT 調査(S50)と

第 2 回宇都宮市都市圏 PT 調査(H4)の代表交通手段

の割合を比較すると、路線バスは半分以上低下して

いるが、自動車の割合は約 20%も増え、56.7％とな

っている。一方、全国 PT 調査(H 11)では、宇都宮市

に お け る 運 輸 部 門 の 総 エ ネ ル ギ ー 消 費 量 は

7,872(kcal/人)であり、そのうち自動車によるエネル

ギー消費量は 7,578(kcal/人)である 3)。つまり、運輸

部門のエネルギー消費量の大部分は自動車エネルギ

ー消費量であり、96.4％も占めている。そこで、自

動車エネルギー消費量に着目し、都市形態との関連

性を分析する。 

(2)自動車エネルギー消費量の算出方法 

第 2 回宇都宮市都市圏 PT 調査(H4)のデータを用

いる。式③に従い、44 の計画基本ゾーン毎に 1 人当

たりの自動車エネルギー消費量を算出した。なお、

自動車エネルギー原単位については、エネルギー計

量分析センターの推計値を用いた。 

 

 

 

 

 

(3)都心からの距離と自動車エネルギー消費量 

 44 の計画基本ゾーン毎の 1 人当たりの自動車エネ

ルギー消費量(kcal/人)について、距離帯別に平均値

を求め、都心からの距離(km)との関係を図 5 に表す。

全目的・通勤目的・私事目的・業務目的の 4 つの目

的別に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務・私事目的においては都心部において非常に

高い値を示す。業務目的においては、都心部に業務

施設が集中していることが原因として考えられる。

私事目的においては、郊外から都心部への移動の他

に、都心部内での移動が多く、それらが影響してい

ると考えられる。また、通勤目的においては、都心

で低く、郊外に行くにつれて徐々に高い値をとる。

つまり、郊外居住者は自動車をよく利用していると

いう現状がうかがえる。その際、郊外居住者は、都

図 4．都心からの距離と電力消費量構成要素との関係 

図 3．都心からの距離と電力消費量の関係 
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図 5.都心からの距離と自動車エネルギー消費量との関係 
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心居住者にくらべ、約 3 倍もの自動車エネルギーを

消費していることになる。また、全目的においては、

都心で大きく、1km 付近で急激に減少し、郊外に行

くに連れ再び増加している。都心では私事・業務目

的による影響を、また、6km から 8km にかけての郊

外では全体的に増加傾向が見られ、それらによる影

響を受け、消費量は大きな値となる。 

 

5．居住地に着目したエネルギー消費量 

(1)電力消費量と自動車エネルギー消費量 

 本研究では、

家庭部門の電力

消費量と同様に、

居住地から発生

する自動車エネ

ルギー消費量を

対象とするため、

通勤目的の自動

車エネルギー消

費量にのみ着目

する。そこで、

宇都宮市におけ

る通勤目的の 1 

人当たりの自動車エネルギー消費量(kcal/人)を図 6

に示す。都心で低く、郊外に行くにつれ大きな値と

なることが表れている。次に、これを電力消費量と

同様に相対変化率を用いて、距離帯別に表す(図 7)。

電力消費量が都心から郊外へ行くにつれ、減少傾向

を示すのとは反対に、通勤目的の自動車エネルギー

は増加傾向を示していることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)都心からの距離とエネルギー消費量 

 1 人当たりの電力消費量:ei(kWh/人)と、通勤目的

からみた 1 人当たりの自動車エネルギー消費量

(kcal/人)について、各々の相対変化率を合計し、距

離帯別に図 8 に示す。郊外に行くにつれ、緩やかで

はあるが増加している。これより、現在の宇都宮市

では都心居住の方が郊外居住に比べ、1 人当たりの

エネルギー消費量が少ないことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

6．おわりに 

現在の都市の家庭部門の電力消費量は 1 人当たり

で見ると都心・近郊で高く、郊外で低い傾向がある。

一方で、1 人当たりの自動車エネルギー消費量につ

いては、通勤目的に着目すると都心・近郊で低く、

郊外で高い傾向があることが示せた。また、合せて

考えると都心居住は郊外居住に比べ、エネルギー消

費量は少ないと言える。都心居住は自動車エネルギ

ー消費の観点からは有効であると考えられるが、一

方、電力消費の観点からは、都心居住を行うのみで

は消費量の減少は期待できず、省エネ技術の開発と

ともに、核家族化の抑制・居住空間の共同利用が重

要であると考える。その上で、自動車から公共交通

への転換が促進されると、より一層のエネルギー消

費量の削減が期待される。 

今後の課題としては、電力消費量推計値の精度を

向上させると共に、近年エネルギー消費量の少ない

都市形態として注目されているコンパクトシティの

評価を行い、エネルギー負荷の少ない都市形態の提

案を行うことが挙げられる。 
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図 7. 1 人当たりの電力消費量と自動車エネルギー消費量の関係 

図 8. 都心からの距離と相対変化率の合計との関係 

図 6．1 人当たりの自動車エネルギー消費量: 
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